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１３健康づくり
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

社会体育施設数・
水泳プール
（屋内）

社会体育施設数・
多目的運動広場

スポーツ教室
実施件数
（件）

基本健康診査
受診率
（％）

全 国 ３１３２ ６７７５ ８８５２２ ４０．４

北 海 道 ３１７ ２８９ ７３９１ ２８．３
青 森 県 ４１ ６８ １２１６ ３９．９
岩 手 県 ４１ １２０ ２４９８ ４０．７
宮 城 県 ５７ １３０ １７３１ ４７．０
秋 田 県 ４２ １５５ ８８４ ５７．０

山 形 県 ３１ ９５ ５１５ ６２．０
福 島 県 ５５ ２７８ ９４７ ４６．１
茨 城 県 ７９ １８４ ５８０ ３６．４
栃 木 県 ５２ １１４ １０７３ ４３．１
群 馬 県 ６３ ２０１ １０４２ ６０．５

埼 玉 県 １４２ ２１９ １３３３ ４１．６
千 葉 県 １２６ ２２６ １３５０ ４５．０
東 京 都 ２３０ ９７ ２２４４ ４７．７
神 奈 川 県 １５０ １２４ ２４６０ ３３．９
新 潟 県 ８４ １８７ １７４９ ３９．４

富 山 県 ４０ ８４ ８６５ ５２．４
石 川 県 ４１ ６０ １８７２ ３２．０
福 井 県 ３３ ５５ ２９０５ ３５．６
山 梨 県 ４０ １６０ ２５６ ３３．７
長 野 県 ６５ ２９６ １３０７ ３４．８

岐 阜 県 ５９ １９３ １３９４ ４０．２
静 岡 県 １１４ １９６ ２５４２ ３７．０
愛 知 県 １４６ ２１９ １７４１ ４９．３
三 重 県 ４３ ６６ １８１０ ４４．７
滋 賀 県 ３２ １１３ ４９７ ４０．１

京 都 府 ５７ １１７ １２８１ ３６．６
大 阪 府 １５５ １７０ １７６４３ ３７．９
兵 庫 県 １２５ １８２ １１３１８ ３９．１
奈 良 県 ２３ ６７ ４７９ ４５．４
和 歌 山 県 ２４ ９３ ３９７ ２８．４

鳥 取 県 １４ ９２ １６１９ ３６．４
島 根 県 ２４ １１５ １６８９ ４７．８
岡 山 県 ４９ １４５ １８８９ ４９．５
広 島 県 ４８ ２３５ １９３９ ２５．６
山 口 県 ４０ １７３ ４９８ ４２．２

徳 島 県 １７ ４６ ７５５ ４０．９
香 川 県 ３３ ５２ ７６５ ４８．２
愛 媛 県 ３６ ８８ ６５７ ３３．０
高 知 県 １２ ８９ ４５８ ２７．６
福 岡 県 １２５ ２０４ ２４７１ ２８．７

佐 賀 県 ２４ １０７ １９５ ４７．５
長 崎 県 ４０ ２０１ ３１３ ２７．９
熊 本 県 ４４ １７４ ３０６ ４０．９
大 分 県 ３８ １１２ ３１２ ５２．８
宮 崎 県 ２０ １２６ ５５２ ４０．５

鹿 児 島 県 ４４ ２１２ ６０５ ３７．１
沖 縄 県 １７ ４６ １７９ ３１．３

埼玉県の順位 ６ １２ ２１ １９
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１日の平均歩数（平成１０年）

資料：「平成１０年国民栄養調査埼玉県分」県健康づくり支援課

概要
「社会教育調査報告書」によると、平成
１１年１０月１日現在、埼玉県内の一般の利用
者のために設置されているスポーツ施設の
うち、屋内水泳プールの数は１４２で全国第
６位、多目的運動広場数は２１９で全国第１２
位でした。
また、平成１０年度間のスポーツ教室実施
件数は１，３３３件（参加者数１１１，９８１人）で全
国第２１位でした。
「地域保健・老人保健事業報告（老人保
健編）」によると、平成１１年度の埼玉県の
基本健康診査の受診率は前年度よりも２．１
ポイント増えて４１．６％となり、全国第１９位
となりました。
「国民栄養調査」の平成１０年の埼玉県分
の集計によると、身体活動の活動量を示す
一つの指標としての平均歩数は、約７，９４６
歩と一般的な目標歩数の１万歩より約
２，０００歩下回っています。特に若年層の中
では、３０代の女性が６，７２２歩と平均歩数を
下回っています。県では、「すこやか彩の
国２１プラン」の中で、２０１０年に平均歩数
９，０００歩以上（各個人が１，０００歩増）を目指

しています。

屋内プール数・多目的広場数
地方公共団体の社会体育施設や民間の営

利・非営利体育施設のうち、一般の利用に
供する目的で設置されたスポーツ施設をそ
れぞれ調査したものの合計。

スポーツ教室実施件数
地方公共団体が設置した社会体育施設で

の地方公共団体の主催・共催のスポーツ教
室事業の合計。

基本健康診査
生活習慣病予防のため、老人保健法に基

づき、市町村が原則として４０歳以上の住民
（主として家庭の主婦や自営業者）に対し
て行う基本的な健康診査。

基本健康診査受診率
基本健康診査受診者数÷基本健康診査対

象者数×１００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「社会教育調査報告書」文部科学省
＊３「社会教育調査報告書」文部科学省
＊４「地域保健・老人保健事業報告（老人保健編）」厚生労働省

平成１１年１０月１日
平成１０年度間
平成１１年度

３年
３年
毎年
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１４医療体制
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

病院数 一般診療所数
受療率（入院）
（人口１０万対）

受療率（外来）
（人口１０万対）

全 国 ９２６６ ９２８２４ １１７０ ５３９６

北 海 道 ６３８ ３３２７ １７２１ ５５５５
青 森 県 １１０ ９７９ １３０５ ６２８４
岩 手 県 １０８ ８８０ １３８５ ５８７０
宮 城 県 １５０ １４９０ ９９７ ５０２６
秋 田 県 ８１ ７９８ １３７４ ５８３２

山 形 県 ６９ ８７６ １０６２ ５９９９
福 島 県 １５７ １３６３ １２６４ ５４９７
茨 城 県 ２１５ １５５６ ９３４ ４３０２
栃 木 県 １１９ １２８７ ９８１ ５２４６
群 馬 県 １４２ １４４３ １０４６ ４６８４

埼 玉 県 ３６７ ３５２５ ７４３ ４５２１
千 葉 県 ２９９ ３４４７ ７３３ ４４８０
東 京 都 ６８１ １１６４７ ９６４ ５６９８
神 奈 川 県 ３６２ ５５２２ ７７９ ４８６８
新 潟 県 １３８ １７２７ １０８８ ５６８７

富 山 県 １１６ ７６６ １５１６ ５５０９
石 川 県 １２１ ８１９ １５４２ ５８６１
福 井 県 ９３ ５４１ １３７９ ５３８８
山 梨 県 ６０ ６０６ ９８５ ４４４６
長 野 県 １３９ １４２６ ９４９ ４７１２

岐 阜 県 １１５ １４２１ ９３７ ５２００
静 岡 県 １８３ ２４８６ ８８９ ４７６９
愛 知 県 ３７１ ４４４６ ９０８ ５２５６
三 重 県 １１６ １３５９ １０３５ ５２６４
滋 賀 県 ６０ ８５２ ８６４ ４３７３

京 都 府 １８５ ２４７７ １１８８ ５３４１
大 阪 府 ５７７ ７５８７ １０７９ ５８２２
兵 庫 県 ３４６ ４４８１ １０１６ ５２３２
奈 良 県 ７３ ９９５ ９３９ ４７０８
和 歌 山 県 ９２ １０８３ １２８０ ６１１１

鳥 取 県 ４６ ５３２ １２５２ ４９８７
島 根 県 ６０ ７５８ １４３６ ６１００
岡 山 県 １９６ １６０２ １３５４ ５５４３
広 島 県 ２７１ ２５５８ １３５５ ６５２８
山 口 県 １５２ １３３５ １８４１ ５９２６

徳 島 県 １３２ ７９０ １９２９ ５９４６
香 川 県 １１０ ７６９ １５５３ ６１６１
愛 媛 県 １５７ １２０２ １６１１ ６６７３
高 知 県 １４７ ５９２ ２２８７ ６４１８
福 岡 県 ４８６ ４１８０ １６９４ ６１５４

佐 賀 県 １１６ ６４４ １７６７ ６６２２
長 崎 県 １７６ １４００ １９７７ ６４０２
熊 本 県 ２２９ １４５７ １９７９ ６０９４
大 分 県 １６４ ９１６ １７７２ ５２２５
宮 崎 県 １５６ ８５９ １７０８ ５９９１

鹿 児 島 県 ２９１ １３５０ ２０４４ ６２９５
沖 縄 県 ９４ ６６８ １４１５ ３４７７

埼玉県の順位 ６ ７ ４６ ４２
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医療関係者数

資料：「医師・歯科医師・薬剤師調査」「衛生行政報告例」厚生労働省

概要
「医療施設（動態）調査・病院報告」に
よると、平成１２年１０月１日現在の埼玉県の
病院の数は前年よりも１か所増えて３６７か
所となり、引き続き全国第６位でした。一
般診療所の数は８２か所増えて３，５２５か所と
なり、引き続き全国第７位でした。

「患者調査」によると、平成１１年の埼玉
県の受療率は、入院が前回調査より３０ポイ
ント減少し７４３となりましたが、前回の最
下位から全国第４６位になりました。外来も
６２ポイント減少し４，５２１となりましたが、
前回より３つ順位が上がって全国第４２位と
なりました。
「医師・歯科医師・薬剤師調査」や「衛
生行政報告例」によると、医療機関の増加
に伴い、埼玉県内で従業・就業している医
療関係者も年々増加しています。特に看護
婦（士）が増加しており、平成１２年末の看
護婦（士）数は２万人を超え、平成４年末
の１．７倍となりました。

病院
医師または歯科医師が医業または歯科医

業を行う場所であって、患者２０人以上の入
院施設を有するもの。

一般診療所
医師または歯科医師が医業または歯科医

業を行う場所（歯科医業のみは除く。）で
あって、患者の入院施設を有しないもの又
は患者１９人以下の入院施設を有するもの。

受療率
推計患者数を調査年の推計人口１０万対で

あらわした数。

推計患者数
調査日当日に病院、一般診療所、歯科診

療所で受療した患者の推計数。

医療関係者数
各調査時点で、届け出た従業地・就業地

が埼玉県内だった人数。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「医療施設（動態）調査・病院報告」厚生労働省
＊３４「患者調査」厚生労働省

平成１２年１０月１日
平成１１年１０月

毎年
３年

! 健康と福祉

31



１５国民健康保険
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

被保険者数
（人）

一般被保険者数
（老人保健医療
給付対象者数を
除く。）（人）

療養諸費合計・
費用額
（千円）

１人当たり費用
額・療養諸費合
計（医療費）
（円）

全 国 ４６１９３７６１ ３０５８０１３９ １６３１３７５９０９６ ３５３１５９

北 海 道 １７６９１６１ １０５６２９５ ８６９４００６９４ ４９１４２０
青 森 県 ６０６３３９ ４１９４６５ ２１０６４５３１４ ３４７４０５
岩 手 県 ４８８４０２ ２９６００８ １８４７６３８４３ ３７８３０３
宮 城 県 ７３２６７７ ４６６４７０ ２４９７３４０４８ ３４０８５１
秋 田 県 ４０６４２６ ２３３３７２ １６３０４６８５４ ４０１１７２

山 形 県 ４３１０９６ ２４９０３１ １５３３０４００９ ３５５６１５
福 島 県 ７２４７１９ ４４３９５３ ２６４２６５５５３ ３６４６４６
茨 城 県 １１０２２７４ ７６３９２８ ３２８２１９３３３ ２９７７６６
栃 木 県 ７２１９４９ ４８８４１１ ２２３１１２５０８ ３０９０４２
群 馬 県 ７３０１７４ ４７４７２８ ２３５８４８８９０ ３２３００４

埼 玉 県 ２１１２４１７ １４６３４４４ ６０８８４２４６３ ２８８２２１
千 葉 県 １９４６３４６ １３２６８４０ ５４５０７３９９２ ２８００５０
東 京 都 ４２６３６２２ ２９６９９３４ １４１３６９１２２８ ３３１５７０
神 奈 川 県 ２５６０７９５ １６８２６８５ ８０７９５２８９８ ３１５５０９
新 潟 県 ７５９０５６ ４１５６３５ ２８４４３２８３３ ３７４７１９

富 山 県 ３０１０６５ １５５２３４ １４０６７６３２６ ４６７２６２
石 川 県 ３５５０１３ ２０７４６１ １６１５０５９２９ ４５４９３０
福 井 県 ２４５３３４ １３５４４０ １０１９３８８３０ ４１５５１０
山 梨 県 ３３７７４１ ２２５６１７ １０７１５８４７４ ３１７２８０
長 野 県 ７１４５４１ ３９３１７０ ２４４３０８３６３ ３４１９１０

岐 阜 県 ７１６９０６ ４５５６９３ ２４７０８０２５８ ３４４６４８
静 岡 県 １２７１５８７ ７７８６２７ ４１７０６１１２３ ３２７９８５
愛 知 県 ２１２３５０９ １３８０８９６ ７３５８１２０４８ ３４６５０８
三 重 県 ５９３９２３ ３４７６５７ ２０８９９８７０３ ３５１８９５
滋 賀 県 ３６５８７５ ２１８７７７ １２３６９９５７４ ３３８０９２

京 都 府 ７９１３８５ ４８５５８０ ３１７７３８４０５ ４０１４９７
大 阪 府 ２９５５３６３ ２０７１７６８ １１０６１５７９０３ ３７４２８８
兵 庫 県 １６９８２０４ １０３１１９１ ６５０５４１６０１ ３８３０７６
奈 良 県 ４３６９１７ ２８０９２３ １４９２２１４５７ ３４１５３３
和 歌 山 県 ４３８８８６ ２７５６３３ １６２８２９６３０ ３７１００７

鳥 取 県 １９４８９０ １０２５２９ ８０６６９２７５ ４１３９２２
島 根 県 ２４３２４４ １１３８９３ １０６７３７７５１ ４３８８０９
岡 山 県 ５７３４２５ ２９９２７４ ２５６６４５９９５ ４４７５６７
広 島 県 ８６６８３６ ４６２０７７ ４１５５７３５６７ ４７９４１４
山 口 県 ５０３２６９ ２３８９０４ ２５０３０５６１０ ４９７３５９

徳 島 県 ２４７４５９ １４１６５５ １１８９２８１７２ ４８０５９７
香 川 県 ３１５９５５ １６８２００ １４２３５７９６５ ４５０５６４
愛 媛 県 ５３１２１９ ２９９９６３ ２２８３９２３３０ ４２９９３７
高 知 県 ３１１４１６ １７８８９４ １５０１１８３１８ ４８２０５１
福 岡 県 １５８０７５７ ９６０２１０ ７４４７５５１０６ ４７１１３８

佐 賀 県 ３０４４４０ １８３７２６ １３３７１７０９１ ４３９２２３
長 崎 県 ５９００７８ ３５６３５８ ２７１４８４９１５ ４６００８３
熊 本 県 ７１４５１９ ４３８０８３ ３１３９０５４６２ ４３９３２４
大 分 県 ４１１７８５ ２２９７２５ １８３４３８１６２ ４４５４７１
宮 崎 県 ４６５８５３ ２９１１３９ １８０９２２０９４ ３８８３６７

鹿 児 島 県 ６７７２５８ ３９３０２６ ３２０９９１２２１ ４７３９５８
沖 縄 県 ５８４０３０ ４６７２６４ １６４０９８８２７ ２８０９７７

埼玉県の順位 ５ ４ ８ ４５
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資料：「国民健康保険事業状況」県国保医療課

概要
「国民健康保険事業年報」によると、埼
玉県の平成１１年度の国民健康保険被保険者
数（市町村分）は、前年度より８万５千人
増えて２１１万人となり、引き続き全国第５
位となりました。被保険者のうち、一般被
保険者（老人保健医療給付対象者（以下「老
人」という）を除く。以下同じ。）が１４６万
人で６９％を占めています。なお、老人は
３９８，３３７人（１９％）でした。
また療養諸費（市町村分）は前年度より
も５０５億円増えて６，０８８億円となりましたが、
順位は引き続き全国第８位となりました。
被保険者１人当たりの療養諸費（市町村
分）は２９万円で、全国第４５位と下から３番
目に低い順位でした。
「国民健康保険事業状況」によると、平
成１１年度の埼玉県の市町村と組合を合計し
た医療費（療養諸費及び医療諸費）の総額
は、６，５２３億９，３０２万円となっており、前年
度に比べ５０８億円増加しました。その内訳
は、一般分が２，６４３億７，３３７万円、老人分が
３，０４０億４，４７８万円、退職被保険者分が８３９
億７，４８７万円でした。平成９年度以降老人

分医療費が、一般分医療費を上回っていま
す。また、平成１１年度の医療費を平成２年
度と比べると一般分が１．５倍、老人分が２．５
倍、退職分が２．２倍となっています。

国民健康保険保険者
市町村（特別区含む。）と国民健康保険

組合。

国民健康保険被保険者
市町村の区域内に住所を有するものはす

べて被保険者となる。ただし、政府管掌健
康保険等の被保険者や生活保護を受けてい
る者等は除かれる。一般被保険者（一般、
老人）と退職被保険者に区分される。

療養諸費（老人保健法では「医療諸費」）
診療費、入院時食事療養費、薬剤の支給、

移送費等の合計。

※表＊１～４中の都道府県値は市町村分で、
全国計は市町村分と国民健康保険組合分の
合計。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「国民健康保険事業年報」厚生労働省
＊３４「国民健康保険事業年報」厚生労働省

平成１１年度平均
平成１１年度

毎年
毎年
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１６感染症・食中毒
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

２類感染症
報告数

３類感染症
報告数

後天性免疫不全
症候群報告数

食中毒患者数
（人）

全 国 ９７９ ３５８４ ７５６ ４３３０７

北 海 道 ３３ １００ ９ ７０７
青 森 県 ３ ４４ － １５８
岩 手 県 ３ １１７ １ ２４６
宮 城 県 ９ ５７ ３ １８７
秋 田 県 ６ ６３ － ３４２

山 形 県 １７ ４４ ２ ３９２
福 島 県 ３ ２１ ４ ６８２
茨 城 県 ８ ３３ ４４ ５３８
栃 木 県 ８ １６ ２０ ４７０
群 馬 県 １２ ２７ １１ ２４２

埼 玉 県 ２６ ９６ ３３ ９１０
千 葉 県 ４２ １５２ ５７ ８３６
東 京 都 １７２ ３１１ ３０９ ２７０２
神 奈 川 県 ６４ １６２ ４０ １３３３
新 潟 県 ２２ ２０ ６ ４８１

富 山 県 ５ ５２ ２ ４２４
石 川 県 ７ ５８ ２ ４１０
福 井 県 ２ １４ ４ ７５
山 梨 県 ５ １６ ６ ３８３
長 野 県 ２０ ３６ １４ ６３７

岐 阜 県 １１ ３３ ７ ２７６
静 岡 県 ３３ ５７ ２３ １２７７
愛 知 県 ５６ ２３６ ２５ １０８８
三 重 県 ９ ５４ １２ １８０
滋 賀 県 １０ ４０ １ ３１１

京 都 府 ２７ ５７ １０ １９０３
大 阪 府 ８１ ３４２ ４９ １４９７０
兵 庫 県 ４６ １８９ １７ １３６６
奈 良 県 ２１ ３３ ３ １２８１
和 歌 山 県 ５ ４４ ５ ３２

鳥 取 県 ２ ３１ － ２６２
島 根 県 １０ ４６ － ３０９
岡 山 県 １４ ９４ ３ ２２０
広 島 県 １８ １２２ ３ １５６７
山 口 県 ３ ５１ １ ５０４

徳 島 県 ５ １６ － ２０７
香 川 県 ２ ２５ ２ ４３５
愛 媛 県 ４９ ２６ ６ ２８８
高 知 県 ５ ８ － ３５１
福 岡 県 ４９ ３１６ ８ ９８３

佐 賀 県 ５ ６３ １ １８３
長 崎 県 ９ ５６ － ５７０
熊 本 県 ６ ３６ ３ ６１５
大 分 県 １９ ３３ ２ ６９６
宮 崎 県 １０ ４７ － ５５６

鹿 児 島 県 ２ ４６ ３ ３９５
沖 縄 県 ５ ４４ ５ ３２７

埼玉県の順位 １２ １１ ６ １１
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資料：「結核発生動向調査」厚生労働省

概要
「感染症発生動向調査」によると、平成
１２年の埼玉県の２類感染症報告数は２６で、
その内訳はコレラ１（１）、細菌性赤痢２２
（１８）、腸チフス３（２）（（ ）内は海外渡航
歴のある者の数）でした。全国的にみても
赤痢が８１８と２類感染症報告数の８４％を占
めています。また、３類感染症報告数は９６
で前年よりも３３増えて全国第１１位、後天性
免疫不全症候群報告数は３３で、前年より１２
増えて全国第６位でした。
「食中毒発生状況」によると、埼玉県で
の食中毒発生事件数は３４件で患者数は９１０
人でした。
「結核発生動向調査」によると、平成８
年を境に結核のり患率が増加する傾向にあ
り、今後の動向に注意が必要と言われてい
ます。

感染症報告数
「感染症の予防及び感染症の患者の医療
に関する法律」（感染症法）により指定さ
れた、感染症と診断（新規診断）したとし
て届け出された数。

２類感染症
コレラ、細菌性赤痢、腸チフス、パラチ

フス、急性灰白随炎（ポリオ）、ジフテリ
アの６種類の感染症。

３類感染症
O－１５７などの腸管出血性大腸菌感染症。

後天性免疫不全症候群（HIV感染者）
感染症法により４類感染症の１つとして

指定された感染症。感染症法による報告で
は凝固因子製剤によるものを除く。

食中毒
病原微生物を病因物質とする飲食に起因

する健康被害。

結核り患率
人口１０万人当たりの結核新登録患者（結

核と診断され、治療を開始した患者）の数。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２３「感染症発生動向調査」厚生労働省
＊４「食中毒発生状況」厚生労働省

平成１２年
平成１２年

毎年
毎年
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１７こども
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

保育所数
保育所在所率
（％）

児童相談所相談
受付件数
（件）

小児慢性特定
医療受診券
所持者数
（人）

全 国 ２２２７５ ９６．１ ３６２１４２ ２０８３８６

北 海 道 ８２６ ９０．７ １７４５９ ４８５８
青 森 県 ４９０ １０２．２ ５２６７ １４５９
岩 手 県 ３３３ ９７．９ ４６９７ １１６３
宮 城 県 ２８０ ９４．０ ８４８３ １９２６
秋 田 県 ２４４ ９６．９ ２１６４ １０２９

山 形 県 ２３３ ９３．６ ３３２７ ８７７
福 島 県 ２８９ ９３．０ ５３７０ １７６９
茨 城 県 ４２３ １０２．０ ６２５１ １３９３３
栃 木 県 ３２８ ９５．３ ６３４５ ９７７０
群 馬 県 ４０８ １０４．０ ６６０７ １７９２

埼 玉 県 ７０６ ９８．２ １４２１４ １１０２７
千 葉 県 ６４３ ９３．５ １７００５ ４００３９
東 京 都 １５８４ ９６．７ ３１８０７ ２００９５
神 奈 川 県 ６９０ １００．１ ２４４７８ １４６３０
新 潟 県 ７６４ ９０．４ ８７１５ ２５６６

富 山 県 ３３７ ９５．８ ３２０８ １０４５
石 川 県 ４３９ ９６．５ １２６８ ３５４６
福 井 県 ２８９ ９４．９ ２０１１ ５６４
山 梨 県 ２３９ ９５．８ ２３５１ ５８３
長 野 県 ６４０ ９１．１ ５３８５ １３４３

岐 阜 県 ４５３ ９３．９ ３７７０ １４２１
静 岡 県 ４９０ １０１．１ ５７９８ ３０５７
愛 知 県 １１８３ ９２．２ １６９９５ ８２２０
三 重 県 ４４６ ９１．９ ６３６４ １３３７
滋 賀 県 ２２８ ９７．２ ４８５４ ２５３１

京 都 府 ４９５ ９４．６ ８５５５ ５９１４
大 阪 府 １０５８ ９７．５ ２７９８７ １７８６０
兵 庫 県 ８１２ ９５．６ １７７６５ ４２５６
奈 良 県 １９８ ８９．２ ５８５０ １５０４
和 歌 山 県 ２３３ ８３．３ ４４４７ ９８９

鳥 取 県 ２０６ ８８．１ ２３６３ ４９８
島 根 県 ２６７ ９６．４ ２６３９ ５３４
岡 山 県 ３９８ ９９．５ ５３１９ １７１８
広 島 県 ６１６ ９５．１ ８８９８ ８７８０
山 口 県 ３３９ ９６．２ ３４４９ １２８２

徳 島 県 ２３１ ８６．８ ２１２６ ５０６
香 川 県 ２１０ ９５．５ ４５０２ ７５９
愛 媛 県 ３４６ ８８．１ ２９９６ １００１
高 知 県 ３１３ ８７．０ ２９００ ７３７
福 岡 県 ８５８ １０１．９ １７３９０ ３３５１

佐 賀 県 ２０８ ９７．８ １６４７ ６８９
長 崎 県 ４２５ １０１．７ ４０３１ １２４５
熊 本 県 ６０９ １０２．５ ５６０４ １５７６
大 分 県 ２８３ １０６．９ ４６２４ ７８７
宮 崎 県 ４１７ １００．２ ４６５０ １１２７

鹿 児 島 県 ４４６ １０２．４ ５４３１ １４９２
沖 縄 県 ３２２ １０４．３ ４７７６ １２０１

埼玉県の順位 ８ １４ ９ ６
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資料：「埼玉の児童相談」県児童相談所

概要
「社会福祉施設等調査報告」によると、
平成１１年１０月１日現在の埼玉県内の保育所
数は前年より２か所増えて７０６か所となり、
引き続き全国第８位でした。
保育所の在所率は、公営９２．８％、私営

１０９．９％、全体９８．２％となり全国第１４位で
した。
「社会福祉行政業務報告」によると、平
成１２年度の埼玉県の児童相談所の相談件数
は、その前年よりも１，４１５件増えて１４，２１４
件でしたが、引き続き全国第９位でした。
「埼玉の児童相談」によると、児童相談
所での相談件数は、平成３年度以降１万２
千件前後で推移していましたが、平成１２年
度にはじめて１４，０００件を超えました。内容
別の相談数では、虐待に関する相談が１，１８６
件と前年度（６９１件）の約１．７倍と増加し、
養護相談が前年度の約１．３倍（３，１４９件）と
なったことが目立ちます。
「地域保健事業報告」によると、平成１０
年度末の小児慢性特定疾患医療受診券を所
持している人数は１１，０２７人で、その前年度
末を５４人下回りました。

保育所
保護者の労働や疾病等の事情から家庭で

の保育に欠ける乳児又は幼児を、保護者の
委託を受けて保育する施設。
都道府県の数値は施設の所在地ではなく、

施設を設置又は許可（届出）した都道府県
で計上している。

保育所在所率
保育所在所者数÷保育所定員数×１００

児童相談所の相談
養護（父母による養育困難、被虐待など

環境的問題等）・心身障害・非行・育成（性
格行動上の問題、不登校、しつけ等）・そ
の他に大きく分けられている。

小児慢性特定疾患医療費給付制度
厚生労働省が定めた１０疾患群に属する疾

病について、対象年齢・治療範囲を定めて
治療費の給付を行う制度。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「社会福祉施設等調査報告」厚生省
＊３「社会福祉行政業務報告」厚生労働省
＊４「地域保健事業報告（保健所運営報告）」厚生省

平成１１年１０月１日
平成１２年度
平成１１年３月３１日

毎年
毎年
毎年
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１８高齢者
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

特別養護老人
ホーム施設数

老人日帰り介護
施設数

一人当たり老人
医療費・実額
（円）

公民館・公民館類似
施設における学級・
講座開設数・高齢者

のみ対象

全 国 ４２１４ ７４０１ ８３２１０８ ２８２１５

北 海 道 ２４１ ３３１ １０６６００３ ７３８
青 森 県 ７１ １４７ ８２７８０７ ４８９
岩 手 県 ７５ １３４ ７４３３２１ ９１４
宮 城 県 ７８ １３３ ７２３００３ ７２８
秋 田 県 ７２ １０３ ７７２１１９ ３５０

山 形 県 ６３ ９２ ６６５９８４ ７６５
福 島 県 ６７ １６３ ７４６３０３ ７１３
茨 城 県 ９１ １１５ ７００６５５ ２９２
栃 木 県 ７３ １２４ ７０４４４８ ２２３
群 馬 県 ７５ １２６ ７３３８１９ ４７３

埼 玉 県 １５３ ２０６ ７４５２１６ ６８９
千 葉 県 １３７ １３５ ６９４０６５ ３８８
東 京 都 ２８１ ４８８ ８１７３６６ ２７１
神 奈 川 県 １６１ ３１４ ７５３４６１ ２２１
新 潟 県 ９９ ２１９ ７０１７３４ ５１６

富 山 県 ４４ ９９ ８５７４２６ ８６４
石 川 県 ３６ ９６ ９５０４０３ １９１４
福 井 県 ４７ ６９ ８２２１９９ ６２１
山 梨 県 ３２ ７０ ６７６６６４ ５０７
長 野 県 ９７ ２７２ ６４２７９５ １４９１

岐 阜 県 ５４ １４３ ７５８７３７ ４８３
静 岡 県 １０６ １７９ ７１２１２７ ３７７
愛 知 県 １１６ ３０５ ８２９６５０ ３７４
三 重 県 ６６ １３１ ７１６１６６ ７５９
滋 賀 県 ３７ １０３ ７１０８２６ ４２３

京 都 府 ８４ １３７ ９１０９０８ １６２
大 阪 府 ２０３ ３９７ ９７４３２０ ５２２
兵 庫 県 １７８ ２９３ ８１１４１４ ７８１
奈 良 県 ４６ ７５ ７６３６５６ ３３６
和 歌 山 県 ５５ ９８ ７９６００６ ２０３

鳥 取 県 ２１ ６３ ７６２５１４ ３７９
島 根 県 ５５ １１６ ７４３７０２ １５９３
岡 山 県 ９４ １３１ ８６９７４４ ６１４
広 島 県 １３０ １８２ ９３０４５３ １７５９
山 口 県 ７９ １４４ ９２１７４９ １１５５

徳 島 県 ４６ ９２ ９３２１００ ５８３
香 川 県 ５０ ７９ ８５４６３８ ４３７
愛 媛 県 ６６ １２３ ８４７１９６ ９７０
高 知 県 ４７ ７８ ９８４７８５ ３９１
福 岡 県 １７１ ２３８ １０７８４０７ ４３１

佐 賀 県 ４１ ７１ ９４１４４６ １８１
長 崎 県 ８８ １７３ ９８６４６３ ３４４
熊 本 県 ９８ １５８ ９６４６４５ ３９６
大 分 県 ６１ １３６ ８８８８５６ ４５２
宮 崎 県 ６２ １０６ ８５６３４０ ３５６

鹿 児 島 県 １１５ １５９ ９５７０７１ ５２１
沖 縄 県 ５２ ５５ ９６９６７４ ６６

埼玉県の順位 ７ １０ ３３ １５
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要支援� 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

40～64歳�

65～74歳�

75歳以上�

要介護認定者数（平成１３年１０月分暫定集計）

資料：県介護対策課

概要
「社会福祉施設等調査報告」によると、
平成１１年１０月１日現在の埼玉県の特別養護
老人ホーム施設数は、前年よりも１２か所増
えて１５３か所となり全国第７位でした。ま
た、老人日帰り介護施設数は６か所増えて
２０６か所となり、全国第１０位でした。
「老人医療事業年報」によると、平成１１
年度の埼玉県の一人当たり老人医療費は、
前年度よりも３万円（４．３％）増えて７５万円
となり、１つ順位が上がって全国第３３位で
した。
「社会教育調査報告書」によると、平成
１０年度間で埼玉県の公民館・公民館類似施
設での高齢者のみを対象とした学級・講座
の開設数は前回調査よりも２増えて６８９と
なり、全国第１５位でした。
県介護対策課の資料によると、平成１３年

１０月末現在の埼玉県の介護保険の要介護認
定者数は９１，３４１人でした（平成１３年１０月暫
定集計）。そのうち、６５歳以上の第１号被
保険者の認定者は８６，３５３人で、これは第１
号被保険者全数（９３５，２８７人）の９％に当た
ります。

特別養護老人ホーム
６５歳以上で、身体上又は精神上著しい障
害があるために常時の介護が必要であるが、
居宅では介護を受けることが困難な者を入
所させて養護する施設。

老人日帰り介護施設
在宅の虚弱老人等に対し、通所・訪問に

より、入浴等各種サービスを提供すること
によってその老人の自立生活の助長等を図
るとともにその家族の身体的・精神的な負
担の軽減を図る施設。

一人当たり老人医療費
老人医療受給対象者（７０歳以上又は６５歳

以上で寝たきり等の人）の医療費の年間総
額÷各月末の老人医療受給対象人数の平均

要介護認定
介護保険からサービスを受けるために必

要な認定。有効期間は原則６か月。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「社会福祉施設等調査報告」厚生省
＊３「老人医療事業年報」厚生労働省
＊４「社会教育調査報告書」文部科学省

平成１１年１０月１日
平成１１年３月～平成１２年２月
平成１０年度間

毎年
毎年
３年
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１９障害者
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

身体障害者更正
援護施設数

知的障害者
援護施設数

精神障害者社会
復帰施設数

障害者就職率
（％）

全 国 １６６８ ２８８４ ４７３ ３６．５

北 海 道 ９１ ２１２ １５ ３６．８
青 森 県 ２９ ６０ １４ ４１．１
岩 手 県 ２７ ４５ ９ ４４．０
宮 城 県 ２０ ５０ ６ ４１．６
秋 田 県 １６ ４６ １１ ４４．２

山 形 県 １７ ３７ ３ ４５．１
福 島 県 １５ ４８ ６ ３８．６
茨 城 県 ２６ ５６ ８ ４６．６
栃 木 県 １９ ５０ １８ ４９．９
群 馬 県 ２８ ５５ ６ ４４．１

埼 玉 県 ６４ １０９ １７ ３４．７
千 葉 県 ５６ ９０ １０ ３４．１
東 京 都 １３１ １４５ ３６ ２６．７
神 奈 川 県 ８１ １３９ １２ ２７．３
新 潟 県 ３３ ６１ ２８ ４６．９

富 山 県 １３ ２４ ９ ４７．２
石 川 県 １７ ３２ ７ ４５．３
福 井 県 ２０ ３７ ３ ５５．６
山 梨 県 １３ ２３ ３ ５１．７
長 野 県 ３６ ５５ １４ ５１．２

岐 阜 県 １６ ４５ ５ ３７．３
静 岡 県 ３７ ７１ ９ ４６．６
愛 知 県 ９３ １３７ ９ ３６．６
三 重 県 ３９ ４１ ９ ３８．４
滋 賀 県 ２５ ４０ ４ ３６．２

京 都 府 ４８ ７１ ５ ４０．４
大 阪 府 １１１ １４１ １６ ２８．２
兵 庫 県 ５２ １２１ １０ ３５．４
奈 良 県 １３ １６ ３ ３１．９
和 歌 山 県 １９ ３３ ５ ３８．１

鳥 取 県 １５ ２２ ３ ４９．０
島 根 県 １２ ３２ ８ ４７．０
岡 山 県 ３１ ５２ １３ ４０．３
広 島 県 ４０ ７１ １４ ４０．６
山 口 県 ２８ ４３ １４ ４１．１

徳 島 県 １３ ２２ ４ ４７．８
香 川 県 ２０ ２１ ７ ４６．１
愛 媛 県 ２２ ４０ ４ ４７．２
高 知 県 ２４ ２７ ３ ３４．０
福 岡 県 ６７ １３４ ２２ ３５．１

佐 賀 県 １４ ２３ ４ ４０．８
長 崎 県 ２３ ６４ １１ ３８．０
熊 本 県 ３６ ７５ １０ ３９．４
大 分 県 ２９ ５３ ９ ４０．９
宮 崎 県 ２６ ２０ ６ ３９．８

鹿 児 島 県 ３３ ５６ １５ ４１．５
沖 縄 県 ２０ ３８ １６ ４６．２

埼玉県の順位 ７ ８ ５ ４１
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手帳交付状況（平成１２年度末）

資料：県障害者福祉課

概要
「社会福祉施設等調査報告」によると、
平成１１年１０月１日現在における埼玉県の身
体障害者更生援護施設数は前年よりも４か
所増えて６４か所となり、引き続き全国第７
位となりました。知的障害者援護施設数も
６か所増えて１０９か所となり、全国第８位
でした。精神障害者社会復帰施設数も２か
所増えて１７か所となり全国第５位でした。
「労働市場年報」によると、平成１２年度
間の埼玉県の障害者の新規求職申込件数は
その前年度とほぼ同じの２，６９９件で、就職
件数は３５件増えて９３７件となりました。障
害者の就職率は前年よりも１．２ポイント増
えて３４．７％となりましたが、順位は３つ下
がって全国第４１位となりました。
県障害者福祉課の資料によると、平成１２

年度末現在の埼玉県の手帳交付者数は、身
体障害者手帳が１５６，９５８人（視覚障害１３，８５２、
聴覚・平衡機能障害１４，０３８、音声・言語・
そしゃく機能障害２，０６０、肢体不自由８８，９０２、
内部障害３８，１０６）、療育手帳（みどりの手
帳）２４，１３４人、精神障害者保健福祉手帳
６，４７０人でした。また、「埼玉の健康福祉」

（県健康福祉政策課）によれば、平成１２年
度中の手帳の新規交付者数は、身体障害者
手帳が１１，６０６人、療育手帳が１，１７８人、精
神障害者保健福祉手帳が３，０６７人（新規
１，３７５人・更新１，６９２人）でした。

障害者就職率
就職件数÷新規求職申込件数×１００
身体・知的・精神・その他の障害者の合

計件数を対象としている。

精神障害者保健福祉手帳
平成７年１０月に制度創設。手帳の有効期
限は２年で、２年ごとに障害の状態を再認
定し、更新することになる。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「社会福祉施設等調査報告」厚生省
＊４「労働市場年報」厚生労働省

平成１１年１０月１日
平成１２年度間

毎年
毎年
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２０国民年金
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

被保険者数
（第２号被保険
者を除く）
（人）

第３号
被保険者数
（人）

受給件数
（件）

受給年金額
（千円）

全 国 ３２８６１４３３ １１６８６２５５ １８７９４６７８ １１０６９９５０３４９

北 海 道 １４８８８３６ ５８７１０２ ８５２９９５ ５１９７１４０５６
青 森 県 ３８９８２１ １０８７９４ ２８１３３８ １５３６０５６７４
岩 手 県 ３１６０４９ １０２７６０ ２８７５６１ １６３４６３３９５
宮 城 県 ５９２２７１ ２０８８４４ ３７１０５９ ２０８２４１３１５
秋 田 県 ２６０７５５ ８４９７４ ２６２６９２ １４４８３４６３２

山 形 県 ２５２４６０ ７３９１６ ２７４７８２ １５２４６６０５１
福 島 県 ４７３５７９ １５６５６３ ３９８４４７ ２２２９５７０６８
茨 城 県 ８２０３６９ ２７６０８８ ４５３０１４ ２５０２８９３３２
栃 木 県 ５２３０６６ １７８０２７ ３２１６５７ １８０６３８８８７
群 馬 県 ５３０３８８ １８２９３７ ３３９３９２ １９４８０１９２６

埼 玉 県 １９６６３０２ ７５１９９６ ７４８０６７ ４３１７０３４１８
千 葉 県 １７０９６１２ ６３３６０４ ７０３６７４ ４０７７６９７５３
東 京 都 ３４９８４６４ ９８０８７５ １５０２７９０ ９０７０６９１１１
神 奈 川 県 ２３１８９４８ ９３４２９４ ９０６３５６ ５４４１７９５３０
新 潟 県 ５２６１７２ １８４３２１ ４７３９５６ ２６８５８７２８１

富 山 県 ２３１３９９ ８４１０７ ２０３０４５ １２１０７６８８３
石 川 県 ２６９９９９ ８８４２１ １８８５４２ １１３５８１９６４
福 井 県 １６３００８ ５４９３８ １４７８０８ ８６２２９１３０
山 梨 県 ２３０１３０ ６９５３５ １６４１０４ ９１１２５１８７
長 野 県 ４９１１７０ １８０８７４ ４２８８３８ ２５１２６４８６８

岐 阜 県 ５３７７０６ １９８４４７ ３４５８８１ ２０６７９２５３９
静 岡 県 ９２８２０６ ３４０７３９ ５８６７６０ ３４５１９９８３８
愛 知 県 １８７４９２３ ７４９８７５ ８５１２１６ ５０９８６３００１
三 重 県 ４６４７３９ １７５２３６ ３０５３７５ １８４８４１７８５
滋 賀 県 ３３１８４０ １３４９１８ １９１４６５ １１２７７９８５８

京 都 府 ６８１５６５ ２３１４５２ ３７１２６３ ２２２７５５４４０
大 阪 府 ２４１９４５２ ８５０２３７ １０２８３３６ ６１２０２５９８７
兵 庫 県 １４５３２８１ ５８２８２３ ７６２０７７ ４５２６３０５６７
奈 良 県 ４０７１０１ １６３０６１ ２０４００９ １１７１７８３９８
和 歌 山 県 ２９１１６４ ９５７３７ ２０１５４７ １１４６０６２３７

鳥 取 県 １２２００９ ４３２１７ １１７０８５ ６９３８００９９
島 根 県 １４１４９６ ５０９４１ １６８９４５ １０１３４２３７９
岡 山 県 ４３５０５５ １７３４７１ ３３６２４７ ２０６８４８２５８
広 島 県 ７０５３７０ ２８３７３４ ４３２８２４ ２６５８４１５６９
山 口 県 ３６３１０５ １４６５２９ ２７６２１２ １７０８２４４６３

徳 島 県 １８１２５９ ５９５８９ １５８８４０ ９０６５７２７４
香 川 県 ２３０３３０ ８６７６９ １８５０８６ １１４３９４７３０
愛 媛 県 ３６７８２８ １３３４７４ ２８２５８７ １６４９８３５７８
高 知 県 １７８７４９ ４８５４６ １６４９３０ ９６８６１３２１
福 岡 県 １２８８０２３ ４６５０４６ ６８３５６６ ４１０２３９２１４

佐 賀 県 ２０３２２５ ６４２７３ １６３１４９ ９７１２５９５５
長 崎 県 ３７８８１６ １２３３３８ ２７７０４５ １６００１４７９６
熊 本 県 ４６０６２７ １３７５０５ ３６３０２７ ２１２３６０３１３
大 分 県 ２７１３４０ １０６０５４ ２３３３５６ １３４０７４６９７
宮 崎 県 ２８３２６４ ８７４７８ ２１９６５５ １３４４８２１６８

鹿 児 島 県 ４１０８５６ １４７７１５ ３８３８８２ ２２７９７５２１７
沖 縄 県 ３９７３０６ ８３０８１ １８５２２９ １１７４７９８０１

埼玉県の順位 ４ ４ ７ ７
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国民年金被保険者数

資料：「国民年金事業年報」埼玉社会保険事務局

概要
「事業年報」によると、平成１１年度末の
埼玉県の国民年金の被保険者数（第２号被
保険者を除く。以下同じ。）は、前年度末
よりも６万４千人増えて１９７万人となりま
したが、順位は同じく全国第４位でした。
また、被保険者のうち、第３号被保険者
は前年度末よりも１万千人減って７５万２千
人となり、被保険者の３８％を占めています。
なお、第３号被保険者のうち９９．８％が女子
です。
「国民年金事業年報」によると、近年の
埼玉県では、被保険者の全数と第１号被保
険者が増加し、第３号被保険者が減少する
という傾向にあります。これと同じ傾向は
全国でも見られます。
「事業年報」によると、平成１１年度末の
埼玉県の年金の受給件数は前年度よりも５
万件増えて７５万件となり、受給年金総額は
４０５億円増えて４，３１７億円となりました。順
位はどちらも前年度と同じく全国第７位で
した。
受給年金額は、老齢年金が３５９，２４９，６６６

千円、通算老齢年金が１３，３４６，２３５千円、障

害年金が４６，４０４，６９７千円、遺族年金が
１２，７０２，８１９千円という内訳となっており、
老齢年金が８３％を占めています。

国民年金
日本国内に住所を有する２０歳以上６０歳未

満の人がすべて加入しなければならない社
会保障制度。

第１号被保険者
厚生年金保険や共済組合などの被用者年

金制度に加入していない、自営業者、農業
や漁業に従事している人、学生、無職の人
など。

第２号被保険者
会社などに勤め、厚生年金保険や共済組

合などの被用者年金制度に加入している人。

第３号被保険者
第２号被保険者の被扶養配偶者。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「事業年報」社会保険庁 平成１１年度末 毎年
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２１生活保護
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

被保護実世帯数
（月平均）
（世帯）

被保護実人員
（月平均）
（人）

保護率
（人口千対）

保護開始世帯数
（月平均）
（世帯）

全 国 ７５１３０３ １０７２２４１ ８．４ １６７２２

北 海 道 ６８４７１ １０５０７４ １８．５ ９０３
青 森 県 １２９７２ １７９９３ １２．２ １４５
岩 手 県 ５２７４ ７４９３ ５．３ ７２
宮 城 県 ８３３９ １２１５６ ５．１ １５５
秋 田 県 ６７４２ ９２８３ ７．８ ７６

山 形 県 ３２３５ ４３４０ ３．５ ３９
福 島 県 ７７５７ １０９７０ ５．２ １２１
茨 城 県 ７９５７ １１２００ ３．８ １４４
栃 木 県 ５９９５ ８６０２ ４．３ １３０
群 馬 県 ４９３５ ６６３７ ３．３ ８８

埼 玉 県 ２０８３６ ３１２２６ ４．５ ５０５
千 葉 県 １８５３９ ２６６８３ ４．５ ４７１
東 京 都 １０３３５９ １３６７７９ １１．３ ２６５７
神 奈 川 県 ４８３２９ ６６９０７ ７．９ １４２９
新 潟 県 ６８９９ ９４９４ ３．８ １０８

富 山 県 １７４１ ２０４７ １．８ ２６
石 川 県 ３１１５ ３８２１ ３．２ ５４
福 井 県 １５０９ １８９７ ２．３ ２４
山 梨 県 １９６８ ２５０１ ２．８ ３６
長 野 県 ４２２３ ５３８３ ２．４ ６９

岐 阜 県 ３６０９ ４５５５ ２．２ ８２
静 岡 県 ８３１９ １１２２４ ３．０ １８８
愛 知 県 ２１２７７ ２８６７８ ４．１ １１２９
三 重 県 ７０１７ ９８７４ ５．３ １２４
滋 賀 県 ４０５０ ６３４７ ４．７ ６９

京 都 府 ２４６８２ ３７７０５ １４．３ ６９２
大 阪 府 ９５６７９ １３７５８４ １５．６ ３４５７
兵 庫 県 ３７６６５ ５５１５４ ９．９ ７９４
奈 良 県 ８０８２ １２４１９ ８．６ １１８
和 歌 山 県 ６２４３ ８３５３ ７．８ １０３

鳥 取 県 ２６０５ ３６１８ ５．９ ３９
島 根 県 ２５０７ ３３６０ ４．４ ３２
岡 山 県 １０３１９ １５３４１ ７．９ １８７
広 島 県 １５７８１ ２３１２３ ８．０ ３０５
山 口 県 ９１７４ １３０４８ ８．５ １２８

徳 島 県 ６５５９ ９０６８ １１．０ ６６
香 川 県 ５５６２ ８８４９ ８．７ ８０
愛 媛 県 ９３５９ １２５４２ ８．４ １２８
高 知 県 ９４４８ １２７３６ １５．６ １２７
福 岡 県 ５３００３ ７９６６９ １５．９ ７５３

佐 賀 県 ３７０１ ５１６６ ５．９ ４７
長 崎 県 １１７９６ １７４５５ １１．５ １５０
熊 本 県 １０６６７ １４７４１ ７．９ １２９
大 分 県 ９２２６ １２６４１ １０．４ １２４
宮 崎 県 ７７３２ １０８８６ ９．３ １０７

鹿 児 島 県 １３８４４ １９８０９ １１．１ １７７
沖 縄 県 １１２０３ １７８１７ １３．５ １３７

埼玉県の順位 ９ ８ ３３ ９
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資料：県社会福祉課

概要
「社会福祉行政業務報告」によると、埼
玉県の平成１２年度の月平均の被保護実世帯
数は前年度よりも２，２０３世帯増加し、２０，８３６
世帯となりました。被保護実人員も３，３９３
人増えて３１，２２６人となりました。
埼玉県では、平成５年度以降保護人員・
世帯ともに増加の傾向にあります。
保護率は、全国平均よりも低いものの前
年度より０．５ポイント増加し、千人当たり
４．５となりました。
月平均の保護開始世帯数は、前年度より
も５１世帯増えて５０５世帯となりました。
県社会福祉課の資料によると、埼玉県の
生活保護費は平成３年度以降増加の傾向に
あり、平成１２年度の保護費の総支出は、５６４
億円でした。各扶助別の支出額としては、
医療扶助費が最も多く全体の５１％をしめて
います。

被保護実人員・実世帯数
各月中に１日（回）でも生活保護を受け
た実人員・世帯及び月の初日から末日まで
引き続いて保護が停止されていた実人員・

世帯の合計をその年度について１か月平均
としたもの。

保護率
被保護実人員（月平均）÷平成１２年１０月

１日現在国勢調査人口×１，０００

保護開始世帯数
平成１２年度の各月に保護を開始した世帯

の合計をその年度について１か月平均とし
たもの。

保護の種類
生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶

助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助、介護
扶助があり、その世帯の必要に応じ、１つ
又は２つ以上の扶助を受けることができる。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「社会福祉行政業務報告」厚生労働省 平成１２年度 毎年
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２２たすけあい
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

献血者数
（人）

骨髄提供希望者
データセンター
新規登録者数
（人）

ボランティア
活動者数
（把握数）
（人）

共同募金実績
総額
（円）

全 国 ５８７７９７１ ７９８４ ７１２０９５０ ２４８０３１６４０９０

北 海 道 ３５８１３２ ３３９ ３１９７５８ １２００７０４５９０
青 森 県 ６７８４９ ２０ １３９８９４ ２８９０３５７２７
岩 手 県 ６３４９８ １１７ １０９９７８ ４７７０８８８２４
宮 城 県 １０１００２ １８６ ３２７３５３ ５２０２２３７６３
秋 田 県 ６１５４９ ７１ １４６２６７ ３５９９６８３０７

山 形 県 ５０４６７ １７４ １５０７３５ ２８８０６０２９８
福 島 県 １０３０５１ ２３２ ２２９７２９ ５５８６９７１３０
茨 城 県 １２０４３９ １３８ １２７８７２ ７３８８５６３２７
栃 木 県 ９１９２３ ９１ ８３５７２ ４２７５３０６８６
群 馬 県 ９５２５７ １９ １２５９６２ ４３８７８２６４８

埼 玉 県 ２４５３０３ ２０７ １２７７３１ １２０３６７８７５２
千 葉 県 ２１２９８５ １４７ １８１５５９ ９２７０８１５９１
東 京 都 ６１９０９６ ８９７ １５３１９０ １６１８０１２５４８
神 奈 川 県 ３０４２３４ ２１３ ２０２１１５ １３７８３１９７７４
新 潟 県 １１４３０４ １６４ ３６０８７７ ６７４７６６７４９

富 山 県 ５８２７０ ８５ ９０４４２ ２１７５００５７０
石 川 県 ７１４４１ １１１ ４９２２５ ２５０６１７４７３
福 井 県 ４１２５５ ７２ ７２３４１ ２４０４２６１７３
山 梨 県 ４１５６０ ３３ ４２４１４７ ２３１８８７４８１
長 野 県 ９６９５０ １００ ２５８８６６ ５８９３９３９５１

岐 阜 県 ８８０２１ ９０ １１７６３９ ４５７１２３８２４
静 岡 県 １５０７５３ １６８ ２２１８７４ ７２５３６３００２
愛 知 県 ３１６２８８ ５５３ ２１９８０７ １１３９６５９７８２
三 重 県 ８３６１９ １３７ ７３６９２ ４１６７４３２８２
滋 賀 県 ４９４７９ １２４ ８７８４９ ３５０８４４６２８

京 都 府 １２２３５１ １３０ １７５９１５ ４７２０９４９４３
大 阪 府 ４３８５２９ ３５６ ３０１６８０ １０７４７８７５５４
兵 庫 県 ２２３３７７ ２７１ ２２６８８５ ９６４０１０７１５
奈 良 県 ５７１９６ ４５ ３８４１５ ２２９６９６４７４
和 歌 山 県 ４６６１７ ７８ ７９８７７ ２０７７６０９９７

鳥 取 県 ３５３５３ ６２ １５７６７１ １７９４８４６０７
島 根 県 ４０７９４ ５４ ７８４６０ ２９９６５７３８７
岡 山 県 ９６８７７ １７３ ５８１７３ ４４８７２１３２８
広 島 県 １５２１７５ １５６ １１８４１４ ４３８１９６２３７
山 口 県 ８８３５５ １４５ ２２３９２９ ４８０６３２８４２

徳 島 県 ４６３０２ ９０ ９７９５９ １７０４８０５２７
香 川 県 ５７４６４ ２０ １３１２０６ ３３７６２５４３３
愛 媛 県 ８４３８９ １０６ １２０６６３ ３９４０８５２４５
高 知 県 ４００２６ ３４ ５２８６８ ２０７６９０７６８
福 岡 県 ２２７４８１ ２７７ １４１５２４ １００６７４５０２５

佐 賀 県 ３４８８５ １３０ ７５１６２ ２０２２８８６２２
長 崎 県 ７８５３３ ５５ １１６３９５ ３４２５３２７１１
熊 本 県 １２４５１１ ２１７ １６７３３３ ３７７２５１０７６
大 分 県 ６３３３４ ３３ １００１０１ ２７９８４０３９２
宮 崎 県 ６４５８３ ４９ ９７１６８ ２６０１７９５８２

鹿 児 島 県 ９３１８１ ５８ ９７３３５ ３８００２１７７６
沖 縄 県 ５４９３３ ９５７ ６１３４３ ３２９０１１９６９

埼玉県の順位 ６ １１ ２４ ３
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16～19歳�
12％�

60～69歳�
4％�

20～29歳�
29％�

30～39歳�
23％�

40～49歳�
17％�

50～59歳�
15％�

年代別献血者割合（平成１２年度）

資料：「埼玉県血液事業の現状」県薬務課

概要
「血液事業の現状」によると、平成１２年
の埼玉県の献血者数は前年よりも１万人
減って２４５，３０３人で、献血量は８０，６６０リッ
トルでした。
「埼玉県血液事業の現状」によると、平
成１２年度の埼玉県の年代別の献血者数は、
２０代の献血者が前年よりも７千人減ったも
のの最も多く、全体の２９％を占めています。
また、６０代の献血者が１万人を超えて全体
の４％を占めています。
（財）骨髄移植推進財団の資料によると、
平成１２年度の埼玉県の新規の骨髄提供希望
者は前年度よりも３８９人減って２０７人でした。
「ボランティア活動年報」によると、平
成１２年４月１日の埼玉県のボランティア活
動者数は、前年より２万人増えて１２万８千
人となりました。その内訳は個人が１１，０２２
人、ボランティア団体に所属している人数
が１１６，７２９人です。
（社福）中央共同募金会の資料によると、
平成１２年度の共同募金の実績総額は１２億円
で、全国第３位でした。

骨髄提供希望者
骨髄移植（急性白血病などの病気におか

された骨髄細胞を健康なものに置き換える
治療法）に必要な骨髄を提供するために、
骨髄データセンターに登録している者。
データセンター登録数は、データセンター
所在地域別に集計。

ボランティア活動者数（把握数）
全国の社会福祉協議会で把握している、

個人でボランティア活動をしている人数と
ボランティア活動をしている団体に所属し
ている人数との合計。

共同募金
社会福祉法に定められ、期間を定めて運

動が実施される（通常１０月１日～１２月３１日）。
赤い羽根共同募金、NHK歳末たすけあ

い募金、地域歳末たすけあい募金があり、
表＊４はその合計額。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１「血液事業の現状」日本赤十字社
＊２（財）骨髄移植推進財団
＊３「ボランティア活動年報」（社福）全国社会福祉協議会
＊４「赤い羽根」（社福）中央共同募金会

平成１２年
平成１２年度
平成１２年４月１日
平成１２年度

毎年
毎年
毎年
毎年
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